
日　時 平成27年６月23日（火曜日）午前10時

場　所 神戸市中央区港島南町４丁目６番６号
当社本社事業所

（末尾の「会場のご案内」をご参照ください。）

第92期
定時株主総会招集ご通知

議　　案

証券コード : 5195

第1号議案  : 第92期（　　　　　　）
剰余金の配当の件

第2号議案  : 取締役6名選任の件
第3号議案  : 監査役1名選任の件

平成26年4月 1 日から
平成27年3月31日まで



ご挨拶

　株主の皆様には、日頃は格別のご高配に預かり、心から
御礼申しあげます。第92期定時株主総会招集ご通知をお
届けするにあたり、謹んでご挨拶申しあげます。

　当社グループは、2013年度から2022年度までの中長
期経営計画“Breakthroughs for the future”（未来への躍
進）を策定し、「10年後のありたい姿」を目指して、鋭意、事
業活動に取り組んでおります。2014年度におきましては、
重点市場である中国やアジアにおける生産ライン増強や

「HFD® system：ハイパーフラットドライブ®システム」を
はじめとする高付加価値製品の販売拡大、産学官連携によ
る研究開発などに取り組み、グローバルで「際立つ」サプラ
イヤーになるための施策を加速してまいりました。しかし
ながら、当年度は、売上高につきましては、増収を確保した
ものの、利益面につきましては、人件費の増加などによっ
て、誠に遺憾ながら減益となりました。2015年度は、中長
期経営計画の第1ステージの3年目にあたります。これま
で企画・着手したことについて、結果を出すために、グルー
プ一丸となって、邁進してまいります。

　株主の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援
を賜わりますようお願い申しあげます。

� 2015年6月

代表取締役社長
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株 主 各 位
(証券コード5195)
平成27年6月2日

神戸市中央区港島南町4丁目6番6号

取締役社長　吉井　満隆

第92期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第92期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知
申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、後記

「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、お手数ながら同封の議決権行使書用紙に賛否をご
表示のうえ、平成27年6月22日までに到着するようご送付いただきますようお願い申しあげます。

敬　具

記

1．日 時 平成27年6月23日（火曜日）午前10時
2．場 所 神戸市中央区港島南町4丁目6番6号

当社本社事業所
（末尾の「会場のご案内」をご参照ください。）

3．目 的 事 項
報告事項 1．‌�第92期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）事業報告ならびに連結計算

書類および計算書類報告の件
2．‌�会計監査人および監査役会の第92期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

連結計算書類監査結果報告の件
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当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

決議事項
第1号議案 第92期（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）剰余金の配当の件
第2号議案 取締役6名選任の件
第3号議案 監査役1名選任の件

　「連結計算書類の連結注記表」および「計算書類の個別注記表」につきましては、法令および
当社定款第14条の規定に基づき、当社ホームページ（http://www.bando.co.jp）に掲載して
おりますので、本招集ご通知には記載しておりません。したがいまして、本招集ご通知の添付書
類は、監査役および会計監査人が監査報告を作成するに際し、監査をした対象の一部となります。

4．議決権の行使等についてのご案内
（1） 代理人による議決権行使
　‌�　株主総会にご出席いただけない場合、議決権を有する他の株主1名を代理人として株主総会にご出

席いただくことが可能です。ただし、代理権を証する書面のご提出が必要となりますのでご了承くだ
さいますようお願い申しあげます。

（2） 事業報告等を修正する場合の周知方法
　‌�　事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類に記載すべき事項を修正する必要が

生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ（http://www.bando.co.jp）に掲載いたします
のでご了承くださいますようお願い申しあげます。

� 以　上
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第92期（　　　　　　）剰余金の配当の件第1号議案

　第92期期末における剰余金の配当につきまし
ては、収益状況を配慮しつつ、安定した利益配当
を行うとともに、利益還元の充実に努めるとの基
本方針のもと、今期の業績に鑑み、1株当たり5円

（中間配当とあわせて年10円）とし、次のとおり
期末配当を実施いたしたいと存じます。

1. 総株主の議決権の数� 93,303個

2. 議案および参考事項

期末配当に関する事項
1  ‌�配当財産の種類

金銭

2  株主に対する配当財産の割当に関する事項
およびその総額
当社普通株式1株につき	 金 5円
総額	 470,548,615円

3  剰余金の配当が効力を生じる日
平成27年6月24日

第89期
平成23年度

第92期
平成26年度

中間 期末

（予定）
5

（予定）10

5

第91期
平成25年度

5

10

5

第90期
平成24年度

4

8

44

4

8

平成26年4月 1 日から
平成27年3月31日まで

株 主 総 会 参 考 書 類

（単位：円／株）配当金の推移
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取締役6名選任の件第2号議案

吉
よし

井
い

 満
みつ

隆
たか

 （昭和33年8月18日生）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

昭和56年 4 月 当社入社
平成11年 4 月 伝動事業部自動車部品販売部長
平成15年 5 月 Bando Europe GmbH取締役社長
平成19年 4 月 調達部長
平成21年 4 月 執行役員　経営企画部長
平成23年 4 月 産業資材事業部長

バンドー・ショルツ株式会社代表取締役社長
平成23年 6 月 取締役
平成25年 4 月 取締役社長（代表取締役）兼社長執行役員（現任）

　取締役5名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。また、コーポレート・ガバナンスのさらな
る充実を図るべく、社外取締役1名を増員いたしたいと存じます。これに伴い、取締役6名の選任をお願いする
ものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

重  任

候補者番号 1

所有する当社の株式の数：65,000株
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重  任

重  任
所有する当社の株式の数：26,000株

中
なか

村
むら

 恭
きょう

祐
すけ

 （昭和31年3月26日生）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

昭和56年 4 月 当社入社
平成10年 4 月 伝動事業部大阪販売部部長代理
平成15年12月 人事・総務部長
平成21年 4 月 執行役員
平成23年 4 月 経営情報システム部長
平成25年 4 月 経営企画部長
平成26年 4 月 常務執行役員（現任）
平成26年 6 月 取締役（現任）
＜現在の担当＞ 経営企画、人事、総務、情報システム、法務、

関係会社管理、CSR、広報担当

候補者番号 3

玉
たま

垣
がき

 嘉
よし

久
ひさ

 （昭和27年2月16日生）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

候補者番号 2

所有する当社の株式の数：30,000株

昭和49年 4 月 当社入社
平成17年 4 月 執行役員
平成19年 4 月 営業本部東京支店長
平成20年 4 月 MMP事業部副事業部長
平成22年 3 月 マーケティング部長
平成23年 4 月 常務執行役員
平成25年 4 月 ベルト事業本部長
平成26年 4 月 専務執行役員（現任）
平成26年 6 月 取締役（代表取締役）（現任）
＜現在の担当＞ 社長補佐、営業担当
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柏
かしわ

田
だ

 真
しん

司
じ

 （昭和37年2月27日生）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

重  任

候補者番号 4

所有する当社の株式の数：13,000株

昭和60年 4 月 当社入社
平成12年 4 月 営業本部名古屋支店AMP営業部長
平成14年11月 営業本部東京支店AMP営業部長
平成19年 4 月 営業本部大阪支店長
平成20年 4 月 伝動事業部企画管理部長
平成21年 4 月 執行役員（現任） 伝動事業部長
平成23年 6 月 取締役（現任）
平成25年 4 月 BF推進部長、東京支店長（現任）
＜現在の担当＞ 営業（副）担当

加
か

登
と

 豊
ゆたか

 （昭和28年8月26日生）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

平成 6 年 1 月 神戸大学経営学部教授
平成11年 4 月 神戸大学大学院経営学研究科教授
平成19年 9 月 日本原価計算研究学会会長
平成20年 4 月 神戸大学大学院経営学研究科研究科長（学部長）
平成22年 6 月 当社取締役（現任）
平成24年 4 月 同志社大学大学院ビジネス研究科教授（現任）
平成24年 9 月 日本原価計算研究学会理事（現任）
平成25年 6 月 小野薬品工業株式会社社外取締役（現任）
平成27年 4 月 同志社大学大学院ビジネス研究科研究科長（現任）
＜重要な兼職の状況＞
同志社大学大学院ビジネス研究科教授・研究科長
小野薬品工業株式会社社外取締役
日本原価計算研究学会理事

候補者番号 5

所有する当社の株式の数：0株

独立役員候補者

社外取締役候補者

重  任
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（注）	1．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
	 2．候補者 加登　豊氏および重松　崇氏は、社外取締役の候補者であります。
	 3．‌�加登　豊氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたる管理会計・原価計算に関する研究によって培われた識見をもって、業務執

行に対する独立した立場からの監督を期待するものであります。なお、同氏が当社の社外取締役に就任してからの年数は、5年であり
ます。

	 4．‌�重松　崇氏を社外取締役候補者とした理由は、長年にわたりメーカーにおいて培われた技術者および経営者としての識見をもって、業
務執行に対する独立した立場からの監督を期待するものであります。

	 5．‌�加登　豊氏につきましては、これまで、社外取締役または社外監査役となること以外の方法で、会社経営に直接関与した経験はありま
せんが、管理会計・原価計算の第一人者として、国内外企業の経営指導やベンチャー企業支援などを通じて企業経営に精通されており、
社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断しております。

	 6．‌�当社は、各社外役員との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。なお、加登　豊氏および重松　崇氏の選任
が承認された場合、当社は両氏との間で責任限定契約を継続もしくは締結する予定であります。

	 7．‌�加登　豊氏につきましては、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立役員であります。また、重松　崇氏につきまし
ては、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立役員の要件を満たすものと考えられるため、同氏の選任が承認される
ことを前提として、当社は同氏を独立役員として株式会社東京証券取引所に届出る予定であります。

重
しげ

松
まつ

 崇
たかし

 （昭和24年11月3日生）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

新  任

候補者番号 6

昭和50年 4 月 トヨタ自動車工業株式会社
（現トヨタ自動車株式会社）入社

平成13年 6 月 第5開発センター第2電子技術部長
平成16年 6 月 常務役員
平成17年 6 月 富士通テン株式会社社外取締役
平成22年 6 月 代表取締役社長
平成26年 6 月 代表取締役会長（現任）
＜重要な兼職の状況＞
富士通テン株式会社代表取締役会長所有する当社の株式の数：0株

独立役員候補者

社外取締役候補者
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紀
き

伊
い

 博
ひろし

 （昭和22年2月24日生）

略歴、地位および重要な兼職の状況

昭和44年 4 月 株式会社神戸銀行入行
平成10年 6 月 株式会社さくら銀行取締役神戸営業部長
平成12年 6 月 常勤監査役
平成13年 4 月 株式会社三井住友銀行常任監査役
平成14年12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ

常任監査役
平成15年 6 月 当社監査役（現任）
＜重要な兼職の状況＞
東日本バンドー株式会社監査役
バンドー・ショルツ株式会社監査役

所有する当社の株式の数：84,000株

（注）	1．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
	 2．候補者 紀伊　博氏は、社外監査役の候補者であります。
	 3．‌�紀伊　博氏を社外監査役候補者とした理由は、長年にわたる金融機関における監査役等の勤務経験によって培われた識見をもって、大

局的かつ専門的な見地からの監査を期待するものであります。なお、同氏が当社の社外監査役に就任してからの年数は、12年でありま
す。

	 4．‌�当社は、各社外役員との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の賠償責任を限定する契約を締結しておりま
す。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。なお、紀伊　博氏の選任が承認された場合、
当社は同氏との間で責任限定契約を継続する予定であります。

	 5．紀伊　博氏につきましては、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立役員であります。

� 以　上

監査役1名選任の件第3号議案

　監査役　紀伊　博氏は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、監査役1名の選任をお願いするも
のであります。
　また、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

独立役員候補者

社外監査役候補者

重  任
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1．企業集団の現況に関する事項

（1）事業の経過およびその成果
　当年度における世界経済は、米国においては雇用環境
の改善や個人消費の回復により着実に景気が回復し、欧
州においては地政学的リスクや政府債務問題を抱えなが
らも景気に持ち直しの兆しがみられました。一方、アセ
アン地域や中国においては総じて減速感がみられ、特に
タイにおいては政情不安により経済の停滞が続きました。
また、日本経済は、消費税増税前の駆け込み需要の反動
減があったものの、金融緩和政策などの効果を背景に円
安・株価上昇が進み、年度後半にかけて、緩やかな回復
基調で推移いたしました。
　当社グループを取り巻く環境は、主要な市場である自
動車分野において、米国・中国では自動車生産台数が底
堅く推移したものの、タイでは生産台数が大幅に減少い
たしました。また、日本では生産台数の減少に加え、ベ
ルト非装着車種が増加するなど厳しい状況で推移いたし
ました。一方、産業機械分野においては、国内の設備投
資需要が引き続き堅調に推移したものの、高機能フイル
ムの主要な市場である住宅・建築分野では消費税増税後

の需要の落ち込みが長引く状況で推移いたしました。
　このような状況のなか、当社グループは、2013年度
から2022年度までの中長期経営計画“Breakthroughs 
for the future”（未来への躍進）の第1ステージの2年
目として、中国やアジアで生産能力の増強や積極的な営
業活動の展開に注力いたしました。また、省エネ大賞を
受賞した平ベルト駆動システム「HFD® system：ハイ
パーフラットドライブ®システム」の販売体制強化、産
学官連携による新製品開発の開始など、グローバル市場
戦略の強化と新製品・新事業の創出に注力いたしました。
　これらの結果、当年度は、売上高は953億9千5百万
円（前年度比2.1%増）となりました。しかしながら、
利益面ではグローバルな生産体制増強に伴う人員増や国
内における退職給付債務に係る数理計算上の差異の増加
などにより人件費が増加したことなどから、営業利益は
47億9千7百万円（前年度比13.1%減）、経常利益は57
億3千万円（前年度比6.1%減）となりました。当期純利
益は、固定資産の減損処理による特別損失として4億9
百万円を計上し、37億5千8百万円（前年度比12.2%減）
となりました。

事業報告（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）

（添付書類）

売 上 高

経 常 利 益

営 業 利 益

当 期 純 利 益

第92期
平成26年度

4,797百万円

第91期
平成25年度

5,517百万円

第92期
平成26年度

95,395百万円

第91期
平成25年度

93,434百万円

第92期
平成26年度

5,730百万円

第92期
平成26年度

3,758百万円

第91期
平成25年度

6,103百万円

第91期
平成25年度

4,280百万円

前年度比
2.1%

前年度比
△13.1%

前年度比
△6.1%

減

増

前年度比
△12.2%

減

減
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　自動車部品：自動車の補機駆動用伝動ベルトおよび補
機駆動用伝動システム製品につきましては、日本とタイ
においては自動車生産台数が減少しましたが、米国と中
国においては引き続き好調に推移した結果、全体では販
売が伸長いたしました。また、二輪車用伝動ベルトにつ
きましては、アジアにおいて二輪車の市場拡大が続いた
ことにより、スクーター用変速ベルトの販売が伸長いた
しました。
　産業資材：産業機械用伝動ベルトにつきましては、国
内の堅調な設備投資需要に支えられたほか、地域に密着
した営業活動が奏功し、販売が伸長いたしました。一方、
農業機械用伝動ベルトにつきましては、中国における農
業機械購入補助金の一時停止やタイにおける政局混乱に
起因する農業機械の需要減少などもあり、販売が減少い
たしました。運搬ベルトにつきましては、国内において
鉄鋼向けのコンベヤベルトの販売は堅調に推移したもの
の、海外において資源開発用のコンベヤベルトの販売が
減少いたしました。また、樹脂コンベヤベルト（サンラ
イン®ベルト）につきましては、国内において物流分野
向けの販売が堅調に推移いたしました。
　これらの結果、当セグメントの売上高は781億1百万
円（前年度比0.8%増）、セグメント利益は41億5千5
百万円（前年度比15.1%減）となりました。

ベルト事業

《 セグメント別の状況 》
　事業（セグメント）別の状況は、次のとおりであります。

売 上 高 78,101百万円
（前年度比 0.8%増）

セグメント利益 4,155百万円
（前年度比 15.1%減）

スクーター用変速ベルト

樹脂コンベヤベルト「サンライン®ベルト」
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　精密機能部品：主要顧客の内製化などによりクリーニ
ングブレードの販売が減少したものの、OA機器などで
使用される精密ベルトの販売が堅調に推移したほか、高
機能ローラにつきましては新製品が販売の伸長に寄与い
たしました。また、これまでオプトエレクトロニクス市
場に向けて営業活動を進めてきた精密研磨材につきまし
ても、徐々に販売が伸長してまいりました。
　機能フイルム製品：新製品の高級壁装用フイルムの販
売を開始したものの、住宅市場において、消費税増税後
の需要低迷が長期化し、建築資材用フイルムの販売が減
少いたしました。このような市況の悪化等も踏まえ、機
能フイルム製品を製造している南海工場の固定資産につ
き減損処理を実施し、特別損失として4億9百万円を計
上いたしました。
　これらの結果、当セグメントの売上高は157億1千2
百万円（前年度比4.8%増）、セグメント利益は3億2千8
百万円（前年度比16.9%増）となりました。

エラストマー製品事業

売 上 高 15,712百万円
（前年度比 4.8%増）

セグメント利益 328百万円
（前年度比 16.9%増）

精密ベルト
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　その他の事業といたしましては、ロボット関連デバイ
ス事業などを行っており、売上高は26億4千6百万円

（前年度比18.6%増）、セグメント利益は1億9千8百万円
（前年度比5.7%増）となりました。

その他事業

売 上 高 2,646百万円
（前年度比 18.6%増）

セグメント利益 198百万円
（前年度比 5.7%増）

新世代ロボット用ツールチェンジャー「QUICK-CHANGE ZEUS®」
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ベルト事業
81%

エラストマー
製品事業
16%

その他事業
3%

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000
（百万円）

ベルト事業
4,155

エラストマー製品事業
328

その他事業
198

■当年度のセグメント別売上高構成 ■当年度のセグメント利益

　上記の各セグメント別売上高およびセグメント利益は、セグメント間消去前の金額で記載しております。

　セグメント別の明細は、次のとおりであります。
報告セグメント

その他
（注1） 合　計 調整額

（注2）

連結
損益計算書

計上額
（注3）

ベルト事業 エラストマー
製品事業 計

売　　上　　高（百万円）
　外部顧客への売上高 77,988 15,646 93,635 1,760 95,395 ― 95,395
　‌�セグメント間の内部売上高

または振替高 113 65 179 885 1,064 △1,064 ―

計 78,101 15,712 93,814 2,646 96,460 △1,064 95,395
セグメント利益（百万円） 4,155 328 4,484 198 4,682 115 4,797

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主としてロボット関連デバイス事業他であります。
2．‌�セグメント利益の調整額115百万円には、セグメント間取引消去26百万円、全社費用88百万円が含まれております。全社費用は、各

報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額と実績発生額との差額であります。
3．セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（2）設備投資等の状況
　当年度において実施いたしました設備投資につきましては、総額41億9千8百万円となり、その主なものは、次のとお
りであります。

事業（セグメント） 金　額 主な内容
ベルト事業 2,688 百万円 製造設備の新設・増設・改良、金型の更新
エラストマー製品事業 645 製造設備の合理化・省力化、製造工程の改善
その他 864 システム、研究設備の新設・増設・改良
合計額 4,198 百万円
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（3）資金調達の状況
　上記設備投資等に必要な資金は、自己資金、受取手形
の流動化による資金および借入金をもって充当いたしま
した。

（4）対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、アセアン地域において
は景気の拡大基調が維持されるものの、景気拡大テンポ
は緩やかなものにとどまることが予想され、中国におい
ては金融市場の動向等によっては一段と成長が鈍化する
ことが懸念されます。一方、米国においては失業率の改
善と好調な個人消費を背景に景気が堅調に推移し、日本
においては雇用環境が改善し、徐々に個人消費が持ち直
すものと予想されます。
　このような情勢のもと、当社グループは、中長期経営
計画“Breakthroughs for the future”（未来への躍進）
の3年目にあたり、以下の5つの指針のもと、経営目標
の達成を目指してまいります。
①グローバル市場戦略の進化
　ベルト事業におけるアジア市場シェアNo.1を目指し、
重点分野と位置付ける自動車や二輪車、農業機械用の伝
動ベルトなどの販売に注力しております。また、グレー
トメコン市場における未開拓市場を開拓するために、当
社グループが連携して、新たな現地代理店の開拓や展示
会への出展による当社ブランドの認知度向上などに取り
組んでおります。今後とも、成長の期待できるアジア市
場を中心に販売拡大を進めてまいります。
②製品の進化
　現有製品の高効率化や高機能化を推進し、二輪車用の
高効率変速ベルトや長寿命の高機能ローラを開発したほ
か、中国とタイに開設した技術センターの現地スタッフ
を増員し、技術サービス体制を整備してまいりました。
今後とも、主要製品において高効率化や高機能化の開発
を推進し、より付加価値の高い製品への進化に取り組む

とともに、アジアの重点市場向けに、市場最適仕様製品
の開発を加速してまいります。
③ものづくりの進化
　グローバルコスト競争力を強化するため、世界4極に
おける生産体制の整備と強化を進めてまいりました。今
後は、これを活かして世界最適調達・生産・供給体制の
確立を目指してまいります。また、不良、ロスおよび品
質問題を源流に遡って低減するゴム・ウレタンの新製法
の確立にも取り組んでまいります。
④新事業の創出
　当年度は、電子デバイスの低熱抵抗化に寄与する放熱
シートや、インクジェットプリンター用の壁紙メディア
を開発いたしました。今後とも、当社のコア技術である

高効率変速ベルト

高機能ローラ
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ゴムの配合・分散・加工技術やフイルムの加工技術を活
かした新製品開発をさらに進めてまいります。また、神
戸大学と締結した包括連携協定などを活用して、福祉・
医療分野の製品開発も推進してまいります。
⑤経営品質の進化
　目標とオペレーションの連鎖を高めるため、BSC（バ
ランス・スコアカード）の導入に取り組んでまいりまし
た。今後は、グループ会社にもBSCを導入し、事業軸で
の戦略展開の強化を図ってまいります。また、高度な専
門性を持ったグローバル人材の育成に注力してまいりま
す。
　なお、中長期経営計画の推進をさらに加速するために、
2015年4月1日をもって、従来の2事業本部・4事業部
体制から「自動車部品事業部」、「産業資材事業部」、「高
機能エラストマー製品事業部」の3事業部体制に再編い
たしました。この新しい組織体制のもと、従業員一人ひ
とりの力を最大限引き出し、中長期経営計画に定める当
社グループのありたい姿の実現を目指してまいります。

放熱シート

インクジェット
プリンター用
壁紙メディア

5年 5年

5つの指針
1　グローバル市場戦略の進化
2　製品の進化
3　ものづくりの進化
4　新事業の創出
5　経営品質の進化

2017年 2018年

2022年の姿になるために

販
売・利
益

新事業拡大

グローバル事業拡大・付加価値の拡大

2013年 2022年

1st stage
10年後のありたい姿
ベルトおよび新事業を含む機能製品の両輪で
持続的に成長するグローバルで『際立つ』
サプライヤー

2nd stage

定量目標
〈連結、2017年度〉

■売上高
　1,000億円
■営業利益
　100億円
■ROA
　6.0％

中長期経営計画
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（5）財産および損益の状況の推移
　①　当社グループ

区　　　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
（当年度）

売 上 高 （百万円） 86,372 85,771 93,434 95,395

営 業 利 益 （百万円） 4,570 4,094 5,517 4,797

経 常 利 益 （百万円） 4,391 4,779 6,103 5,730

当 期 純 利 益 （百万円） 1,440 2,510 4,280 3,758

1 株 当 た り 当 期 純 利 益 （円） 14.84 26.47 45.49 39.95

総 資 産 （百万円） 79,659 82,207 89,622 94,699

純 資 産 （百万円） 39,443 43,225 49,276 56,776

1 株 当 た り 純 資 産 （円） 401.95 454.51 518.41 598.34

（注）1．‌�平成24年度は、ほぼ前年度並みの売上高を確保いたしました。また、国内子会社の株式譲渡や、固定資産の減損処理などによる特別
損失を計上したものの、増益となりました。

2．‌�平成25年度は、中国、アジアを中心に海外における需要が増加したことなどにより、増収増益となりました。
3．平成26年度（当年度）につきましては、前記「事業の経過およびその成果」に記載のとおりであります。

■ 当社グループの売上高および営業利益
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■ 当社グループの総資産、純資産および総資産利益率

平成23年度

4,570

平成26年度
（当年度）

86,372

売上高（百万円） 営業利益（百万円） 総資産（百万円） 純資産（百万円） 総資産利益率（％）

1株当たり当期純利益（円） 1株当たり純資産（円）

※海外売上高比率とは、連結売上高に占める海外売上高（当社および連結
　子会社の日本以外の国または地域における売上高）の割合であります。

■ 当社グループの1株当たり当期純利益および1株当たり純資産 ■ 海外売上高比率（％）※

平成23年度 平成26年度
（当年度）

平成25年度

39.0

平成23年度 平成26年度
（当年度）

14.84

401.95

平成24年度

26.47

454.51

598.34

39.95

平成23年度

79,659

39,443

平成26年度
（当年度）

平成24年度

82,207
94,699

43,225

1.8

平成24年度

41.3
48.7

平成24年度

4,094

85,771
95,395

4,797

平成25年度

平成25年度

518.41
45.49

93,434

5,517

46.3

4.0

平成25年度

89,622

4.8

3.1

49,276 56,776
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　②　当社

区　　　分 平成23年度
第89期

平成24年度
第90期

平成25年度
第91期

平成26年度
第92期（当期）

売 上 高 （百万円） 53,212 50,868 51,713 49,505

営 業 利 益 （百万円） 1,889 2,213 2,702 1,411

経 常 利 益 （百万円） 1,820 2,574 3,064 2,385

当期純利益又は純損失（△）（百万円） △1,389 319 2,066 1,318

1株当たり当期純利益又は純損失（△） （円） △14.31 3.37 21.95 14.01

総 資 産 （百万円） 63,879 62,989 61,541 61,959

純 資 産 （百万円） 31,460 31,119 32,660 33,719

1 株 当 た り 純 資 産 （円） 327.78 330.47 346.95 358.30

（注）1．‌�第90期は、厳しい市場環境のなかにあって減収となり、また、関係会社整理損や減損損失などの特別損失も計上しましたが、当期純
利益を計上することができました。

2．‌�第91期は、個人消費や設備投資が堅調に推移し、総じて緩やかな回復基調で推移したことから、増収増益となりました。
3．‌�第92期（当期）につきましては、自動車生産台数の減少や消費税増税後の需要の低迷などに加えて、固定資産の減損処理による特別

損失を計上したこともあり、減収減益となりました。

■ 当社の売上高および営業利益 ■ 当社の総資産、純資産および総資産利益率

平成23年度
（第89期）

1,889

平成26年度
（第92期）（当期）

平成23年度
（第89期）

平成26年度
（第92期）（当期）

53,212

売上高（百万円） 営業利益（百万円） 総資産（百万円） 純資産（百万円） 総資産利益率（％）

1株当たり当期純利益（円） 1株当たり純資産（円）
■ 当社の1株当たり当期純利益および1株当たり純資産

△14.31

327.78

平成23年度
（第89期）

63,879

31,460

平成26年度
（第92期）（当期）

△2.2

平成24年度
（第90期）

平成24年度
（第90期）

2,213

3.37

14.01

330.47
358.30

50,868 49,505

1,411

平成25年度
（第91期）

平成25年度
（第91期）

21.95

346.95

51,713
2,702

平成24年度
（第90期）

62,989

31,119

61,959

33,719

0.5

2.1

平成25年度
（第91期）

61,541

32,660

3.4

0

30,000

40,000

50,000

60,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0

1.0

2.0

3.0

4.0

0

100

200

300

400

0

10

20

30

40

19



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

（6）重要な親会社および子会社の状況
　①　親会社との関係
　　　該当事項はありません。

　②　重要な子会社の状況
（1）国内子会社

会　　社　　名 資　本　金 事　業　内　容 出資比率

東 日 本 バ ン ド ー 株 式 会 社 72 百万円
伝動ベルト製品・運搬ベルト、ポリウレタン機能部品などの
加工、販売

100.00 %

福 井 ベ ル ト 工 業 株 式 会 社 10 百万円 伝動ベルト製品などの製造、販売 100.00

西 日 本 バ ン ド ー 株 式 会 社 90 百万円
伝動ベルト製品・運搬ベルト、ポリウレタン機能部品などの
加工、販売

90.95

バ ン ド ー ト レ ー デ ィ ン グ 株 式 会 社 15 百万円 ベルトおよび関連製品の輸出入 100.00
バ ン ド ー エ ラ ス ト マ ー 株 式 会 社 30 百万円 装飾表示用フイルムなどの加工、販売 100.00
ビ ー ・ エ ル ・ オ ー ト テ ッ ク 株 式 会 社 50 百万円 ロボット関連デバイス、プーリの製造、販売 100.00
バ ン ド ー 興 産 株 式 会 社 88 百万円 不動産業、保険代理業、太陽光発電事業など 100.00

（2）海外子会社
会　　社　　名 資　本　金 事　業　内　容 出資比率

Bando USA, Inc. 40,500 千米ドル 伝動ベルト製品などの製造、販売 100.00 %
Bando Jungkong Ltd. 370 百万韓国ウォン プーリの製造、販売 （100.00）
Bando Korea Co., Ltd. 2,400 百万韓国ウォン 伝動ベルト製品などの製造、販売 100.00
Bando Belt （Tianjin） Co., Ltd. 13,310 千米ドル 伝動ベルト製品などの製造、販売 100.00

Bando （Shanghai） Management Co., Ltd. 4,000 千米ドル
中国における販売統括、グループ各社の管理業務
の統括および支援

100.00

Bando （Shanghai） Industrial Belt Co., Ltd. 3,000 千中国元 運搬ベルトの加工 （100.00）
Bando （Shanghai） Industry Equipment 
Element Co., Ltd.

4,000 千中国元 運搬ベルトの加工 （100.00）

BL Autotec （Shanghai）, Ltd. 700 千米ドル ロボット関連デバイスの販売 （100.00）
Bando Manufacturing （Dongguan） Co., Ltd. 4,920 千米ドル 伝動ベルト製品などの製造、販売 100.00
Bando Siix Ltd. 3,500 千香港ドル ブレードなどの販売 70.00
Bando Manufacturing （Vietnam） Co., Ltd. 2,000 千米ドル 伝動ベルト製品などの製造、販売 100.00
Bando Manufacturing （Thailand） Ltd. 177,000 千タイバーツ 伝動ベルト製品などの製造、販売 （100.00）
Pengeluaran Getah Bando （Malaysia） 
Sdn. Bhd.

3,100 千マレーシアリンギット 自動車用機能部品の製造、販売 85.00

Bando （Singapore） Pte. Ltd. 500 千シンガポールドル 伝動ベルト製品などの販売 100.00
Bando （India） Pvt. Ltd. 891 百万インドルピー 伝動ベルト製品などの製造、販売 （100.00）
Bando Belt Manufacturing（Turkey）, Inc. 15,792 千トルコリラ 伝動ベルト製品などの製造、販売 100.00
Bando Europe GmbH 1,022 千ユーロ 伝動ベルト製品などの販売 100.00
Bando Iberica, S.A. 300 千ユーロ 伝動ベルト製品などの販売 （100.00）
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③　企業結合の経過
　  1‌�．ビー・エル・オートテック株式会社とバンドー精機株式会社は、ビー・エル・オートテック株式会社を存続会社

として、平成26年4月1日をもって合併いたしました。
　  2‌�．Bando （Shanghai） Management Co., Ltd.は、平成26年7月29日にBando （Shanghai） Industry Equipment 

Element Co., Ltd.を設立いたしました。
　  3‌�．Bando Korea Co., Ltd.が、平成26年12月8日にBando Jungkong Ltd.の株式をすべて取得したことにより、

当社のBando Jungkong Ltd.に対する出資比率は100% （間接所有）となりました。
　  4‌�．Bando （Singapore） Pte. Ltd.は、平成26年12月18日にBando （India） Pvt. Ltd.に対し、175百万インドルピー

の追加出資をしております。

④　企業結合の成果
　‌�　当社は、上記子会社25社を連結子会社としております。また、このほか7社について持分法を適用しております。

その成果につきましては、前記「事業の経過およびその成果」に記載のとおりであります。

⑤　その他
　　Bando USA, Inc.などの生産会社に生産技術などの実施許諾をしております。

（注）	 1.「出資比率」欄の（　）内は、間接所有を含む出資比率であります。
①Bando Jungkong Ltd.については、Bando Korea Co., Ltd.を通じて保有している比率を表示しております。
②‌�Bando （Shanghai） Industrial Belt Co., Ltd.については、Bando （Shanghai）  Management Co., Ltd.を通じて保有している

比率を表示しております。
③‌�Bando （Shanghai） Industry Equipment Element Co., Ltd.については、Bando （Shanghai） Management Co., Ltd.を通じ

て保有している比率を表示しております。
④BL Autotec （Shanghai）, Ltd.については、ビー・エル・オートテック株式会社を通じて保有している比率を表示しております。
⑤‌�Bando Manufacturing（Thailand）Ltd.については、Bando （Singapore） Pte. Ltd.などを通じて保有している比率を含んで表

示しております。
⑥Bando（India） Pvt. Ltd.については、Bando （Singapore） Pte. Ltd.を通じて保有している比率を含んで表示しております。
⑦Bando Iberica, S.A.については、Bando Europe GmbHを通じて保有している比率を表示しております。

	 2．当社の子会社については、すべてを連結の範囲に含めております。
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（7）主要な事業内容

ベルト事業

自動車用伝動ベルト製品（補機駆動用伝動ベルトおよび補機駆動用伝動システム製品、スクーター用変速ベ
ルトなど）、一般産業用伝動ベルト製品（産業機械用Vベルト、歯付ベルト、プーリなど）、その他伝動用製
品、運搬ベルト（コンベヤベルト、樹脂コンベヤベルト、同期搬送用ベルト）、運搬システム製品、もみす
りロール、鉄道軌道製品など

エラストマー
製品事業

クリーニングブレード、高機能ローラ、精密ベルト、ポリウレタン機能部品、精密研磨材、建築資材用フイ
ルム、医療用フイルム、装飾表示用フイルム、工業用フイルムなど

その他事業 ロボット関連デバイス、金属ナノ粒子など
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本店（本社事業所）・R＆Dセンター

東京支店

名古屋支店

足利工場

福井ベルト工業株式会社

和歌山工場・伝動技術研究所

南海工場

加古川工場

西日本バンドー株式会社

バンドートレーディング株式会社
バンドーエラストマー株式会社
ビー・エル・オートテック株式会社
バンドー興産株式会社

東日本バンドー株式会社

（8）主要な事業所および工場

　①　当社
名　　　称 所　　在　　地

本店（本社事業所）・R＆Dセンター 神戸市中央区
東京支店 東京都港区
名古屋支店 名古屋市中村区
足利工場 栃木県足利市

名　　　称 所　　在　　地
和歌山工場・伝動技術研究所 和歌山県紀の川市
南海工場 大阪府泉南市
加古川工場 兵庫県加古川市

名　　　称 所　　在　　地
バンドーエラストマー株式会社 神戸市兵庫区
ビー・エル・オートテック株式会社 神戸市兵庫区
バンドー興産株式会社 神戸市兵庫区

　②　国内子会社
名　　　称 所　　在　　地

東日本バンドー株式会社 東京都中央区
福井ベルト工業株式会社 福井県福井市
西日本バンドー株式会社 大阪市淀川区
バンドートレーディング株式会社 神戸市中央区

（注）	 平成27年4月27日をもって、東京支店を東京都中央区に移転しております。

（注）	 平成27年5月7日をもって、バンドートレーディング株式会社は神戸市兵庫区に移転しております。
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Bando Siix Ltd.

Bando Manufacturing (Dongguan) Co., Ltd.

Bando (India) Pvt. Ltd.

Bando (Singapore) Pte. Ltd.
Pengeluaran Getah Bando
(Malaysia) Sdn. Bhd.

バンドー化学株式会社

Bando Korea Co., Ltd.

Bando Belt (Tianjin) Co., Ltd.

Bando Iberica, S.A.

Bando Europe GmbH
Bando Belt Manufacturing (Turkey), Inc.

Bando USA, Inc.

Bando Jungkong Ltd.

モスクワ駐在員事務所

南米駐在員事務所

Bando （Shanghai） Management Co., Ltd.
Bando （Shanghai） Industrial Belt Co., Ltd.
Bando （Shanghai） Industry Equipment Element Co., Ltd.
BL Autotec （Shanghai）, Ltd.

Bando Manufacturing (Thailand) Ltd.

Bando Manufacturing (Vietnam) Co., Ltd.

　③　海外子会社
名　　　称 所　　在　　地

Bando USA, Inc. 米国　イリノイ
Bando Jungkong Ltd. 韓国　京畿道
Bando Korea Co., Ltd. 韓国　慶尚南道
Bando Belt （Tianjin） Co., Ltd. 中国　天津
Bando （Shanghai） Management Co., Ltd. 中国　上海
Bando （Shanghai） Industrial Belt Co., Ltd. 中国　上海
Bando （Shanghai） Industry Equipment Element Co., Ltd. 中国　上海
BL Autotec （Shanghai）, Ltd. 中国　上海
Bando Manufacturing （Dongguan） Co., Ltd. 中国　東莞
Bando Siix Ltd. 香港
Bando Manufacturing （Vietnam） Co., Ltd. ベトナム　フンイエン
Bando Manufacturing （Thailand） Ltd. タイ　サムサコーン
Pengeluaran Getah Bando （Malaysia） Sdn. Bhd. マレーシア　ジョホール
Bando （Singapore） Pte. Ltd. シンガポール
Bando （India） Pvt. Ltd. インド　ハルヤナ
Bando Belt Manufacturing （Turkey）, Inc. トルコ　コジェエリ
Bando Europe GmbH ドイツ　メンヒェングラッドバッハ
Bando Iberica, S.A. スペイン　バルセロナ
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（9）従業員の状況
　①　当社グループの従業員の状況

従業員数 対前年度末増減

3,930名 113名増

（注）パートタイマー等臨時雇用者（797名）は含まれておりません。

　②　当社の従業員の状況

従業員数 対前期末増減 平均年齢 平均勤続年数

1,329名 2名減 41才9カ月 15年8カ月

（注）	 1．出向者（118名）およびパートタイマー等臨時雇用者（531名）は含まれておりません。
	 2．取締役を兼務していない執行役員8名を含んでおります。

（10）主要な借入先
借　　　入　　　先 借　　　入　　　額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 5,212 百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,809
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 1,794

2．会社の株式に関する事項

（1）発行可能株式総数	 378,500,000株

（2）発行済株式の総数	 94,427,073株	（自己株式317,350株を含む。）

（3）株　主　数	 9,517名
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（4）大　株　主

大　　株　　主　　名
当社への出資の状況

持株数 出資比率
バ ン ド ー 共 栄 会 7,270 千株 7.72 %

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 4,651 4.94
三 菱 U F J 信 託 銀 行 株 式 会 社 4,004 4.25
明 治 安 田 生 命 保 険 相 互 会 社 4,000 4.25
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 3,600 3.82
株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 3,150 3.34
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 2,349 2.49
日 本 ト ラ ス テ ィ ・ サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 2,227 2.36
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ） 1,852 1.96
東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 1,839 1.95

（注）	 1．出資比率は、自己株式数（317,350株）を控除して算出しております。
	 2．上記の出資比率につきましては、小数点第3位以下は切り捨てて表示しております。

（5）その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。 （ご参考）株主構成

■ 所有株式数
（所有比率%） 金融機関・証券会社

35,838,669株
38.08%個人・その他

32,640,428株
34.68%

その他法人
11,891,013株
12.64%

132名

254名

9,066名

64名
外国法人など
13,739,613株
14.60%

■ 株主数
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3．会社役員に関する事項

（1）取締役および監査役の氏名等（平成27年3月31日現在）
地　　位 氏　　名 担　当　および　重要な兼職の状況

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ） 吉 井 満 隆 社長執行役員

取 締 役
（ 代 表 取 締 役 ） 玉 垣 嘉 久 専務執行役員

営業、国内販売会社統括、海外事業統括担当、ベルト事業本部長

取 締 役 中 村 恭 祐
常務執行役員
人事、総務、情報システム、法務、関係会社管理、CSR、広報担当、
経営企画部長

取 締 役 柏 田 真 司 執行役員
営業（副）担当、BF推進部長、東京支店長

取 締 役 加 登 　 豊
同志社大学大学院ビジネス研究科教授
小野薬品工業株式会社　社外取締役
日本原価計算研究学会　理事

監 査 役（ 常 勤 ） 宮 　 本 　 伸 一 郎
福井ベルト工業株式会社　監査役
西日本バンドー株式会社　監査役
北陸バンドー株式会社　監査役

監 査 役（ 常 勤 ） 松 坂 隆 廣

監 査 役 紀 伊 　 博 東日本バンドー株式会社　監査役
バンドー・ショルツ株式会社　監査役

監 査 役 多 田 　 徹 弁護士
一般社団法人兵庫県老人福祉事業協会　理事

（注）	 1．‌�平成26年6月24日開催の第91期定時株主総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任した小椋　昭夫氏は、相談役に就任いた
しました。

	 2．‌�平成26年6月24日開催の第91期定時株主総会終結の時をもって任期満了により取締役を退任した谷　和義氏は、顧問・技監に就任い
たしました。

	 3．‌�取締役　玉垣　嘉久氏は、平成27年4月1日をもって、社長補佐、営業担当に就任いたしました。
	 4．‌�取締役　中村　恭祐氏は、平成27年4月1日をもって、経営企画、人事、総務、情報システム、法務、関係会社管理、CSR、広報担当

に就任いたしました。
	 5．‌�取締役　加登　豊氏は、社外取締役であり、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独立役員であります。
	 6．‌�監査役　松坂　隆廣氏、紀伊　博氏および多田　徹氏は、社外監査役であり、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程に定める独

立役員であります。
	 7．‌�監査役　松坂　隆廣氏および紀伊　博氏は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
	 8．‌�監査役会は、平成26年6月24日をもって、宮本　伸一郎氏および松坂　隆廣氏を常勤の監査役に選定し、それぞれ就任いたしました。
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（2）取締役および監査役の報酬等の総額
対象人数 報酬等の総額 報酬限度額

取締役 8名 92　百万円 年額240百万円以内
監査役 5名 54　百万円 月額7百万円以内
合　計 13名 146　百万円

（注）	 1．当期末現在の取締役は5名（うち社外取締役は1名）、監査役は4名（うち社外監査役は3名）であります。
	 2．‌�上記の対象人数には、平成26年6月24日開催の第91期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役3名および平成26年4月27日を

もって退任した監査役1名を含んでおります。
	 3．上記のうち、社外役員に対する報酬等の総額は、次のとおりであります。

社外取締役　1名	 7百万円
社外監査役　4名	 34百万円

	 4．‌�上記の取締役の報酬等の総額には、当社利益連動給与支給基準に基づく利益連動給与を含めて記載することとしておりますが、当期に
おきましては、支給基準を満たさないため、利益連動給与は支給いたしません。

	 5．上記のほか、使用人兼務取締役に対する使用人分給与・賞与は、次のとおりであります。
使用人分給与　3名	 33百万円
使用人分賞与　2名	 11百万円

	 6．上記のほか、第81期定時株主総会決議に基づき、退任した役員に対する退職慰労金を次のとおり支払っております。
取締役　1名	 71百万円

（3）社外役員に関する事項
　①　取締役　加登　豊氏
　　1．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　同志社大学大学院ビジネス研究科教授、小野薬品工業株式会社社外取締役および日本原価計算研究学会理事を兼
任しております。なお、当社と同志社大学、小野薬品工業株式会社および日本原価計算研究学会の間には、開示す
べき関係はありません。

　　2．当年度における主な活動状況
　当年度開催の取締役会15回全てに出席し、大局的かつ専門的な見地から、議案・審議等につき適宜発言を行っ
ております。

　②　監査役　松坂　隆廣氏
　　1．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　該当事項はありません。
　　2．当年度における主な活動状況

　平成26年6月24日の監査役就任以降に開催された当年度の取締役会12回全て、監査役会10回全てに出席すると
ともに、経営課題審議会および経営会議等に出席し、大局的かつ専門的な見地から、議案・審議等につき適宜発言
を行っております。
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　③　監査役　紀伊　博氏
　　1．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　当社の子会社である東日本バンドー株式会社および当社の持分法適用会社であるバンドー・ショルツ株式会社の
監査役を兼任しております。

　　2．当年度における主な活動状況
　当年度開催の取締役会15回全て、監査役会13回全てに出席するとともに、経営課題審議会および経営会議等に
出席し、大局的かつ専門的な見地から、議案・審議等につき適宜発言を行っております。

　④　監査役　多田　徹氏
　　1．他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係

　一般社団法人兵庫県老人福祉事業協会理事を兼任しております。なお、当社と一般社団法人兵庫県老人福祉事業
協会の間には、開示すべき関係はありません。

　　2．当年度における主な活動状況
　当年度開催の取締役会15回のうち14回、監査役会13回のうち12回に出席するとともに、経営会議に出席し、
大局的かつ専門的な見地から、議案・審議等につき適宜発言を行っております。

　⑤　責任限定契約の内容の概要
　　‌�　当社は、各社外役員との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項の賠償責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定める最低責任限度額としております。

（ご参考）
　上記の取締役を兼務している執行役員以外の執行役員（平成27年3月31日現在）は、次のとおりであります。

役　　職 氏　　名 担　　　当　　　事　　　項

常 務 執 行 役 員 大 原 正 夫
アジア（中国以外）・欧州担当
ベルト事業本部副本部長
Bando USA, Inc.　取締役会長

常 務 執 行 役 員 岩 井 啓 次

中国担当
Bando Belt （Tianjin） Co., Ltd.　董事長
Bando （Shanghai） Management Co., Ltd.　董事長兼総経理
BL Autotec （Shanghai）, Ltd.　董事長
Bando Manufacturing （Dongguan） Co., Ltd.　董事長

常 務 執 行 役 員 北 林 雅 之 生産、生産技術、品質保証、物流、環境、安全衛生、BPS、調達担当、
ものづくりセンター長、生産技術開発部長

常 務 執 行 役 員 鮫 嶋 　 壽 海外技術・生産担当、ベルト事業本部副本部長
執 行 役 員 大 嶋 義 孝 財務部長

執 行 役 員 Joseph David Laudadio 米州担当
Bando USA, Inc.　取締役社長兼主席執行役員

執 行 役 員 畑 　 克 彦 研究開発、新製品開発、技術担当、R&Dセンター長、
エラストマー製品事業本部長

執 行 役 員 山 口 勝 也 エラストマー製品事業本部機能フイルム事業部長

執 行 役 員 永 瀨 貴 行 エラストマー製品事業本部精密機能部品事業部長
Bando Siix Ltd.　董事長

29



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

（注）	 1．‌�大原　正夫氏は、平成27年4月1日をもって、欧州・米州担当に就任いたしました。なお、同氏は、引き続きBando USA, Inc.取締役会
長を兼任しております。

	 2．‌�岩井　啓次氏は、平成27年4月1日をもって、中国・韓国・台湾担当に就任いたしました。なお、同氏は、引き続きBando Belt 
（Tianjin） Co., Ltd.董事長、Bando （Shanghai） Management Co., Ltd.董事長兼総経理、Bando Manufacturing （Dongguan） 
Co., Ltd.董事長を兼任しております。

	 3．‌�北林　雅之氏は、平成27年4月1日をもって、生産、品質保証、物流、環境、安全衛生、BPS担当、ものづくりセンター長に就任いた
しました。

	 4．‌�鮫嶋　壽氏は、平成27年4月1日をもって、生産技術、生産（副）担当、生産技術開発センター長に就任いたしました。
	 5．‌�大嶋　義孝氏は、平成27年4月1日をもって、財務担当に就任いたしました。
	 6．‌�Joseph David Laudadio氏は、平成27年4月1日をもって、米州（副）担当に就任いたしました。なお、同氏は、引き続きBando 

USA, Inc.取締役社長兼主席執行役員を兼任しております。
	 7．畑　克彦氏は、平成27年4月1日をもって、研究開発、新製品開発、技術担当、R&Dセンター長に就任いたしました。
	 8．山口　勝也氏は、平成27年4月1日をもって、ものづくりセンターグローバル調達部長に就任いたしました。
	 9．‌�永瀨　貴行氏は、平成27年4月1日をもって、高機能エラストマー製品事業部長に就任いたしました。なお、同氏は、引き続きBando 

Siix Ltd.董事長を兼任しております。
	 10．‌�平成27年4月1日をもって、万場　一幸氏が、執行役員、アジア担当に就任いたしました。なお、同氏はBando Manufacturing 

（Thailand） Ltd.取締役社長を兼任しております。
	 11．‌�平成27年4月1日をもって、松尾　聡氏が、執行役員、営業（副）担当に就任いたしました。

4．会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

（2）当年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当社が支払うべき報酬等の額 50百万円

②当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 69百万円
（注）	 1．‌�当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を

区分しておらず、かつ、実質的にも区分できないことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。
	 2．‌�当社の重要な子会社のうち、海外子会社については、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人（外国におけるこれらの資格

に相当する資格を有する者を含む。）の監査を受けております。

（3）非監査業務の内容
　当社は、有限責任監査法人トーマツに対して各種アドバイザリー業務などを委託し、報酬を支払っております。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると判断した場合またはその他当社が必
要と判断した場合、取締役会は、監査役会の同意を得て、会計監査人の解任または不再任議案を株主総会に上程する
方針であります。また、監査役会から会計監査人の解任または不再任を株主総会の目的とする旨の請求が取締役会に
あった場合、これを取締役会において審議し必要と判断した場合、取締役会は、これを株主総会に上程する方針であ
ります。
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5．‌�取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他業務の適
正を確保するための体制

1．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　バンドーグループ行動規範や企業倫理も含めた法令等遵守に係る規程を制定し、法令等遵守委員会を含む各種委
員会から構成されるCSR推進委員会を設置し、グループの役員および従業員に対する啓蒙活動、内部監査部門による
グループ全体の内部監査、社外の弁護士を通報先の一つとする内部通報制度の採用、法令の制定・改廃情報サービ
スの採用等により、グループ全員による法令および企業倫理遵守を期す体制とする。

2．取締役の職務の執行に係る情報の保存と管理に関する体制
　文書および情報管理に係る規程を含め社内規則の整備を進め、その定めに従って、役員および従業員の業務に係
る情報について、情報セキュリティを含め、その他の管理について規定し、適切な情報管理を期す体制とする。

3．損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　経営に重大な影響を与える事象の発生に備え、危機管理委員会を設置し、適切な対応を期す体制とする。また、
重要な業務執行に関しては、取締役会等の会議体において、リスクマネジメントという視点も含めて審議をする体
制とする。

4．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　決裁権限に関する規程を整備して権限委譲を図るとともに、必要に応じて弾力的に委員会制度等を採用すること
により、取締役の職務の執行が効率的に行われる体制とする。また、内部監査制度、予算・業績管理制度、人事管
理制度等各種制度を常に見直し、業務が有効かつ効率的に行われる体制とする。

5．使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　上記1に同じ。

6．企業集団における業務の適正を確保するための体制
　グループ会社とともにグループ全体の企業価値の向上を図るため、経営理念、バンドーグループ行動規範、社内
規則の共有、それら社内規則等の整備、グループ各社に対する当社内部監査部門による内部監査の実施、関係会社
管理に係る規程の制定等により、グループ全体の業務の適正を図る体制とする。

7．監査役の職務補助者を定めた場合の当該使用人に関する体制
　監査役会事務局を設置し、監査役が必要とする場合、監査役の職務を補助する従業員を配置する体制とする。

31



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類
・

計
算
書
類

株
主
総
会
参
考
書
類

監
査
報
告
書

招
集
ご
通
知

8．当該使用人の独立性に関する事項
　監査役会事務局に配属された従業員の人事異動を含む人事に関する事項の決定については、監査役会の事前の同
意を得る体制とする。

9．取締役および使用人が監査役（会）に報告するための体制
　取締役および使用人が、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実あるいは法令・定款に違反する事
実を発見したときは、遅滞なく監査役に報告する体制とする。なお、内部監査部門は、その監査結果をすべて監査
役に報告する体制とする。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は、重要会議への出席、社長や執行役員との定期的な意見交換、重要案件の決裁書の確認、関係会社の監
査役との意見交換等によりその権限を支障なく行使できる体制とする。

選任

株 主 総 会
選任選任

監
査
役
会

監
査
役

会
計
監
査
人

公
認
会
計
士

監査

啓蒙／監視

会計
監査

監査

監督

業務執行組織単位

指 名 委 員 会

報 酬 委 員 会

取締役会

経営課題審議会

経 営 監 査 室

CSR 推進委員会

法令等遵守委員会

取締役社長／執行役員

主な経営組織その他コーポレート・ガバナンス体制の概要
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6．財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（概要）
（当社は、平成20年4月22日開催の取締役会において、本方針を決議し、平成27年3月17日開催の取締役会において、
次のとおり一部改訂したうえ、これを引き続き当社の方針とすることを決議いたしております。なお、改訂箇所は
下線部分であります。）

　当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業価値、ひいては株主価値の最大化に資する者で
あり、株主共同の利益の観点から、株主の皆様に適切に判断いただくべきとの考えに基づき、仮に、当社株券等の大
量買付を行おうとする者（以下、買付者等といいます。）が現れたときは、当該買付者等に一定の事項の情報の提供を
要求し、当該提供された情報とともに、これに対する当社取締役会の評価を併せて、株主の皆様に対して公表し、最
終的に、株主の皆様に当該買付に応じるか否かのご判断をいただこうとするものであります。なお、本方針の有効期
間は平成28年5月末日までといたします。

　また、当社は、2013年度から2017年度までを中長期経営計画“Breakthroughs for the future”の1st stage
（BF-1）として、新たに次のとおり経営目標を設定し、以下に掲げる5つの指針のもと、全社一丸となって、この目標
の達成を目指してまいります。
　　　　売上高（連結）･･･････････････････ 1,000億円
　　　　営業利益（連結）･･･････････････････ 100億円
　　　　ROA（連結）･･････････････････････････ 6.0％

　①グローバル市場戦略の進化
　　‌�アジアを重点地域とし、ベルト事業分野において、アジア市場シェアNo.1を目指す。また、国内市場においては、

市場ニーズにマッチした高機能製品を開発するほか、お客様に密着した販売網を構築することにより、お客様に
とって付加価値の高い製品を提供するとともに、これらの高機能製品を核として周辺事業領域を拡大する。

　②製品の進化
　　‌�グローバルな視点で、各地域の市場ニーズにマッチした「市場最適仕様」製品の開発を促進するとともに、お客

様の「環境負荷低減・高効率・コンパクト化・機能複合化」に貢献する製品を連続的に生み出す。

　③ものづくりの進化
　　‌�お客様からの信頼をさらに強固にするため、不良率を低減するとともに、開発購買の推進や生産性の革新等によ

り、高いコスト競争力を実現するものづくりを目指す。
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　④新事業の創出
　　‌�当社のコア技術であるゴム・エラストマーや樹脂の配合・分散・複合化技術に磨きをかけるとともに、これらの

コア技術に新たな技術を融合させることにより新製品の創出と新市場開拓を進め、次代の新事業の柱として育成
する。

　⑤経営品質の進化
　　‌�ポートフォリオマネジメントの強化による成長製品への戦略的投資や連結経営管理の強化に取り組む。加えて、

純有利子負債ゼロを目指すとともに、為替・金利等の財務リスク管理を強化して、財務体質を強化する。
　　‌�また、経営者育成プログラムの推進、グローバル人事管理の強化、スペシャリストの育成、女性や外国人等多様

な人材の積極的活用を実施することにより、次世代を担う人材を育成する。

　上記の取組みが基本方針に沿うものであり、株主共同の利益を損なうものではないことおよび会社役員の地位の維
持を目的とするものではないことと判断する理由は以下のとおりであります。

①当該取組みが基本方針に沿うものであること
　‌�当該取組みは、株主の皆様に当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断いただくた

めの十分な情報を提供するための手続きであり、基本方針に沿うものであります。

②当該取組みが株主共同の利益を損なうものではないこと
　‌�当該取組みは、前述いたしましたように、株主共同の利益を尊重するという基本方針に沿うものであり、株主共同

の利益を損なうものではないことは明らかであります。

③当該取組みが会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと
　‌�当該取組みは、株主の皆様に当該買付者等が株主共同の利益を維持・向上させる者か否かを適切に判断いただくた

めの十分な情報を提供するための手続きであり、当社の経営陣として相応しい者は、当社会社役員か当該買付者等
かを株主の皆様に判断いただくものであります。したがいまして、当該取組みが会社役員の地位の維持を目的とす
るものではないことは明らかであります。

　なお、本方針の全文は、当社ホームページ（http://www.bando.co.jp）に掲載しております。

　また、本方針は、あくまでも情報提供のルールに関する当社の考え方を示すものであり、買付者等の株式持分を希
釈化させる等のいわゆる買収防衛策の導入に係るものではありません。
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（注1）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
（注2）前連結会計年度の連結貸借対照表の金額は、遡及処理後の金額を表示しております。

科　　　　目
金　　　　額

当連結会計年度
（平成27年3月31日現在）

（ご参考）
前連結会計年度

（平成26年3月31日現在）

（ 負 債 の 部 ）
流 動 負 債 25,971 26,785

支払手形及び買掛金 11,254 13,418
電 子 記 録 債 務 3,034 748
短 期 借 入 金 4,717 5,571
未 払 法 人 税 等 431 1,363
そ の 他 6,533 5,682

固 定 負 債 11,952 13,560
長 期 借 入 金 6,769 7,182
社 債 3,000 3,000
退職給付に係る負債 2,058 3,159
そ の 他 124 218

負 債 合 計 37,923 40,345
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 52,544 49,171
資 本 金 10,951 10,951
資 本 剰 余 金 2,968 2,968
利 益 剰 余 金 38,739 35,353
自 己 株 式 △114 △102

その他の包括利益累計額 3,728 △399
その他有価証券評価差額金 2,060 1,498
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △0 3
為替換算調整勘定 2,171 △852
退職給付に係る調整累計額 △503 △1,048

少 数 株 主 持 分 502 504
純 資 産 合 計 56,776 49,276
負 債 ・ 純 資 産 合 計 94,699 89,622

科　　　　目
金　　　　額

当連結会計年度
（平成27年3月31日現在）

（ご参考）
前連結会計年度

（平成26年3月31日現在）

（ 資 産 の 部 ）
流 動 資 産 49,119 45,540

現 金 及 び 預 金 16,199 13,192
受取手形及び売掛金 18,357 18,815
電 子 記 録 債 権 965 89
商 品 及 び 製 品 7,308 6,579
仕 掛 品 1,535 1,467
原材料及び貯蔵品 2,956 2,764
繰 延 税 金 資 産 605 656
そ の 他 1,221 2,006
貸 倒 引 当 金 △30 △30

固 定 資 産 45,580 44,081
有 形 固 定 資 産 31,089 30,822
建 物 及 び 構 築 物 11,048 11,002
機械装置及び運搬具 10,642 11,300
土 地 6,767 6,644
建 設 仮 勘 定 1,348 717
そ の 他 1,282 1,157

無 形 固 定 資 産 1,374 1,059
の れ ん 101 ―
ソ フ ト ウ ェ ア 881 860
そ の 他 391 199

投資その他の資産 13,115 12,199
投 資 有 価 証 券 11,528 10,150
繰 延 税 金 資 産 207 723
そ の 他 1,493 1,442
貸 倒 引 当 金 △114 △117

資 産 合 計 94,699 89,622

連結貸借対照表� （単位：百万円）
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（注1）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
（注2）前連結会計年度の連結損益計算書の金額は、遡及処理後の金額を表示しております。

科　　　　目
金　　　　額

当連結会計年度

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

前連結会計年度（ご参考）

（平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで）

売 上 高 95,395 93,434
売 上 原 価 69,996 68,710

売 上 総 利 益 25,399 24,723
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 20,601 19,206

営 業 利 益 4,797 5,517
営 業 外 収 益 1,415 1,149

受 取 利 息 及 び 配 当 金 219 187
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 645 503
為 替 差 益 222 237
そ の 他 326 220

営 業 外 費 用 482 564
支 払 利 息 320 289
そ の 他 161 275
経 常 利 益 5,730 6,103

特 別 利 益 ― 33
投 資 有 価 証 券 売 却 益 ― 26
固 定 資 産 売 却 益 ― 7

特 別 損 失 409 ―
減 損 損 失 409 ―
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,320 6,136
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,503 1,945
法 人 税 等 調 整 額 △33 △179
少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 3,849 4,370
少 数 株 主 利 益 91 90
当 期 純 利 益 3,758 4,280

連結損益計算書� （単位：百万円）
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科　　　　目
金　　　　額

当連結会計年度

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

前連結会計年度

（平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで）

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 3,849 4,370
そ の 他 の 包 括 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 567 388
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △1 3
為 替 換 算 調 整 勘 定 3,378 3,106
退 職 給 付 に 係 る 調 整 額 545 ―
持 分 法 適 用 会 社 に 対 す る 持 分 相 当 額 218 179
そ の 他 の 包 括 利 益 合 計 4,708 3,677

包 括 利 益 8,557 8,048
（ 内 訳 ）

親 会 社 株 主 に 係 る 包 括 利 益 8,408 7,905
少 数 株 主 に 係 る 包 括 利 益 149 143

連結包括利益計算書（ご参考）� （単位：百万円）

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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科　　　　目
金　　　　額

当連結会計年度

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

前連結会計年度

（平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで）

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,320 6,136
減 価 償 却 費 4,385 4,174
の れ ん 及 び 負 の の れ ん 償 却 額 3 △26
減 損 損 失 409 ―
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） △5 △17
退 職 給 付 に 係 る 負 債 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） 24 △500
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △219 △187
支 払 利 息 320 289
為 替 差 損 益 （ △ は 益 ） △25 25
持 分 法 に よ る 投 資 損 益（ △ は 益 ） △645 △503
固 定 資 産 除 売 却 損 益（ △ は 益 ） 14 80
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益（ △ は 益 ） ― △25
売 上 債 権 の 増 減 額（ △ は 増 加 ） 558 △661
た な 卸 資 産 の 増 減 額（ △ は 増 加 ） △281 822
仕 入 債 務 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） △557 △1,904
そ の 他 1,143 △382
小 計 10,444 7,318
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 421 368
利 息 の 支 払 額 △332 △302
法 人 税 等 の 支 払 額 △2,479 △1,078
法 人 税 等 の 還 付 額 8 153
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 8,061 6,459

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
定 期 預 金 の 増 減 額（ △ は 増 加 ） △142 58
有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △2,944 △4,933
有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 67 17
無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △501 △163
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △15 △19
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 12 59
投 資 有 価 証 券 の 償 還 に よ る 収 入 ― 100
子 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △240 △66
そ の 他 △164 △88
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △3,931 △5,037

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー
短 期 借 入 金 の 純 増 減 額（ △ は 減 少 ） △762 530
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 1,500 1,659
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △2,231 △2,864
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △11 △11
親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 △941 △847
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △4 △2
そ の 他 △20 △11
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △2,472 △1,548

現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 1,053 840
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額（ △ は 減 少 ） 2,711 714
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 12,981 12,267
連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4 ―
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 15,697 12,981

連結キャッシュ・フロー計算書（ご参考）� （単位：百万円）

（注1）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
（注2）前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書の金額は、遡及処理後の金額を表示しております。
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株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成26年4月1日残高 10,951 2,968 35,353 △102 49,171
会計方針の変更による累積的影響額 148 148
会計方針の変更を反映した当期首残高 10,951 2,968 35,501 △102 49,319
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △941 △941
当期純利益 3,758 3,758
自己株式の取得 △12 △12
連結子会社の決算期変更に伴う変動 421 421
株主資本以外の項目の当期変動額（純額）

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 3,237 △12 3,225
平成27年3月31日残高 10,951 2,968 38,739 △114 52,544

その他の包括利益累計額
少数株主
持　　分

純資産
合　計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ
損　　益

為替換算
調整勘定

 退職給付に係
る調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

平成26年4月1日残高 1,498 3 △852 △1,048 △399 504 49,276
会計方針の変更による累積的影響額 148
会計方針の変更を反映した当期首残高 1,498 3 △852 △1,048 △399 504 49,425
連結会計年度中の変動額
剰余金の配当 △941
当期純利益 3,758
自己株式の取得 △12
連結子会社の決算期変更に伴う変動 421
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 562 △3 3,023 545 4,127 △1 4,125

連結会計年度中の変動額合計 562 △3 3,023 545 4,127 △1 7,350
平成27年3月31日残高 2,060 △0 2,171 △503 3,728 502 56,776

連結株主資本等変動計算書（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）� （単位：百万円）

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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（注1）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（注2）前事業年度の貸借対照表の金額は、遡及処理後の金額を表示しております。

科　　　　目
金　　　　額

当事業年度
（平成27年3月31日現在）

（ご参考）
前事業年度

（平成26年3月31日現在）
（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債 17,889 18,080
支 払 手 形 63 937
電 子 記 録 債 務 2,666 748
買 掛 金 6,142 7,518
1年内返済予定の長期借入金 1,790 1,995
未 払 金 1,312 1,241
未 払 費 用 1,019 1,088
未 払 法 人 税 等 42 764
預 り 金 3,033 2,757
設 備 関 係 未 払 金 1,350 796
そ の 他 469 232

固 定 負 債 10,350 10,800
長 期 借 入 金 6,210 6,500
社 債 3,000 3,000
退 職 給 付 引 当 金 773 1,084
繰 延 税 金 負 債 350 122
そ の 他 16 93

負 債 合 計 28,239 28,881
（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 31,771 31,257
資 本 金 10,951 10,951
資 本 剰 余 金 2,968 2,968

資 本 準 備 金 2,738 2,738
その他資本剰余金 230 230

利 益 剰 余 金 17,948 17,422
その他利益剰余金 17,948 17,422

特別償却準備金 16 21
固定資産圧縮積立金 506 481
別 途 積 立 金 8,970 8,970
繰越利益剰余金 8,455 7,949

自 己 株 式 △97 △85
評価・換算差額等 1,948 1,403

その他有価証券評価差額金 1,948 1,403
純 資 産 合 計 33,719 32,660
負 債 ・ 純 資 産 合 計 61,959 61,541

科　　　　目
金　　　　額

当事業年度
（平成27年3月31日現在）

（ご参考）
前事業年度

（平成26年3月31日現在）
（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産 24,073 24,072
現 金 及 び 預 金 6,634 6,174
受 取 手 形 179 229
電 子 記 録 債 権 134 72
売 掛 金 13,080 12,804
商 品 及 び 製 品 1,557 1,448
仕 掛 品 1,157 1,192
原材料及び貯蔵品 262 338
前 払 費 用 280 293
繰 延 税 金 資 産 107 173
そ の 他 680 1,344

固 定 資 産 37,885 37,469
有 形 固 定 資 産 15,045 15,378
建 物 5,816 5,980
構 築 物 309 306
機 械 及 び 装 置 3,594 3,945
車 両 運 搬 具 21 19
工具、器具及び備品 470 442
土 地 4,185 4,185
リ ー ス 資 産 12 18
建 設 仮 勘 定 634 479

無 形 固 定 資 産 994 810
ソ フ ト ウ ェ ア 671 657
そ の 他 323 152

投資その他の資産 21,846 21,280
投 資 有 価 証 券 5,986 5,272
関 係 会 社 株 式 12,225 12,225
関 係 会 社 出 資 金 2,626 2,626
長 期 貸 付 金 160 240
長 期 前 払 費 用 28 27
そ の 他 904 973
貸 倒 引 当 金 △84 △84

資 産 合 計 61,959 61,541

貸借対照表� （単位：百万円）
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損益計算書� （単位：百万円）

科　　　　目
金　　　　額

当事業年度

（平成26年 4 月 1 日から
平成27年 3 月31日まで）

前事業年度（ご参考）

（平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで）

売 上 高 49,505 51,713
売 上 原 価 37,692 38,961

売 上 総 利 益 11,813 12,751
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,402 10,049

営 業 利 益 1,411 2,702
営 業 外 収 益 1,348 774

受 取 利 息 及 び 配 当 金 856 497
不 動 産 賃 貸 料 93 90
為 替 差 益 171 14
そ の 他 226 172

営 業 外 費 用 374 413
支 払 利 息 117 142
不 動 産 賃 貸 費 用 51 57
固 定 資 産 除 却 損 35 62
そ の 他 170 151
経 常 利 益 2,385 3,064

特 別 利 益 ― 0
固 定 資 産 売 却 益 ― 0

特 別 損 失 409 ―
減 損 損 失 409 ―
税 引 前 当 期 純 利 益 1,975 3,064
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 611 888
法 人 税 等 調 整 額 46 109
当 期 純 利 益 1,318 2,066

（注1）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（注2）前事業年度の損益計算書の金額は、遡及処理後の金額を表示しております。
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株主資本等変動計算書（平成26年4月1日から平成27年3月31日まで）� （単位：百万円）
株主資本 評価・換算差額等

純資産
合　計資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己株式 株主資本

合　　計
その他有
価証券評
価差額金

評価・換算
差額等合計資本準備金 そ　の　他

資本剰余金
そ　の　他
利益剰余金

平成26年4月1日残高 10,951 2,738 230 17,422 △85 31,257 1,403 1,403 32,660
会計方針の変更による
累積的影響額 148 148 148
会計方針の変更を反映した
当期首残高 10,951 2,738 230 17,571 △85 31,405 1,403 1,403 32,809
事業年度中の変動額
特別償却準備金の積立 ― ― ―
特別償却準備金の取崩 ― ― ―
固定資産圧縮積立金の積立 ― ― ―
剰余金の配当 △941 △941 △941
当期純利益 1,318 1,318 1,318
自己株式の取得 △11 △11 △11
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額） 545 545 545

事業年度中の変動額合計 ― ― ― 377 △11 365 545 545 910
平成27年3月31日残高 10,951 2,738 230 17,948 △97 31,771 1,948 1,948 33,719

（注1）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（注2）その他利益剰余金の内訳

特 別 償 却
準 備 金

固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰 越 利 益

剰 余 金 合 計

平成26年4月1日残高 21 481 8,970 7,949 17,422
会計方針の変更による
累積的影響額 148 148
会計方針の変更を反映した
当期首残高 21 481 8,970 8,097 17,571
事業年度中の変動額
特別償却準備金の積立 0 △0 ―
特別償却準備金の取崩 △5 5 ―
固定資産圧縮積立金の積立 24 △24 ―
剰余金の配当 △941 △941
当期純利益 1,318 1,318
自己株式の取得
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）
事業年度中の変動額合計 △4 24 － 357 377

平成27年3月31日残高 16 506 8,970 8,455 17,948
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成27年５月８日

バンドー化学株式会社
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 増 村 正 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 和 田 朝 喜 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、バンドー化学株式会社の平成26年４月１日から平成27
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正
に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表
明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るた
めに、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手
続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて
選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正
な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
バンドー化学株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
� 以　上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
平成27年５月８日

バンドー化学株式会社
　取　締　役　会　御中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 増 村 正 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 和 田 朝 喜 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、バンドー化学株式会社の平成26年４月１日から
平成27年３月31日までの第92期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附
属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含
まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に
対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準
拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどう
かについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及び
その附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
� 以　上
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監査役会の監査報告書 謄本

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第92期事業年度の取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
　‌�　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について

報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

　‌�　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努め
るとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所
において業務および財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取締役の職務
の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する
取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役および使用人等からその構築および運用の状況について適宜報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。「財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」
については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。
子会社については、子会社の取締役および監査役等と随時意思疎通および情報の交換を図るとともに、
子会社および関連部門から事業の報告を受けました。 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業
報告およびその附属明細書について検討いたしました。

　‌�　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま
した。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を適切に整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。

監 査 報 告 書
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２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果
　　一‌�　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているも

のと認めます。
　　二‌�　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め

られません。
　　三‌�　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制

システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

　　四‌�　｢財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針｣ の内容については、指
摘すべき事項は認められません。

　⑵　計算書類およびその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。
　⑶　連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

　　　　　平成27年５月12日

バンドー化学株式会社　監査役会
常勤監査役	 宮　本　伸一郎　㊞
常勤監査役（社外監査役）	 松　坂　隆　廣　㊞
監　査　役（社外監査役）	 紀　伊　　　博　㊞
監　査　役（社外監査役）	 多　田　　　徹　㊞

以　上
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ポートアイランド

神戸市営地下鉄 三宮駅
神戸三宮駅

至姫路 至大阪

神戸市営地下鉄

神戸三宮駅

三ノ宮駅

三宮駅(ポートライナー)

阪急電鉄神戸線

ＪＲ東海道本線

阪神電鉄本線

ポ
ー
ト
ラ
イ
ナ
ー

医療センター駅
（市民病院前）

神戸空港

三宮･花時計前駅

先端医療センター

中央市民病院
市民病院前ビル

神
戸
国
際

ビ
ジ
ネ
ス
セ
ン
タ
ー

ケーニヒス
クローネ

交友印刷

オリバー
ソース

INGNI
（イング）

医
療
セ
ン
タ
ー
駅

ポ
ー
ト
ラ
イ
ナ
ー

定時株主総会

会場のご案内

神戸新交通ポートライナー
＜「神戸空港」行きに乗車＞

「医療センター（市民病院前）」駅下車…徒歩約8分

バンドー化学株式会社
〒650-0047 神戸市中央区港島南町４丁目６番６号
TEL.(078)304-2923

株主総会 会場

交通のご案内

バンドーグループは
環境にやさしい事業を

推進していきます


